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厚生労働省 佐賀労働局

佐 賀 労働基準監督署

介護・社会福祉施設における
労働災害防止対策と法改正について

～メンタルヘルス対策、行動災害・高年齢者対策、化学物質対策 等～
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労働者のメンタルヘルスの状況

ストレスチェック制度

全ての事業場への拡大

メンタルヘルス対策について
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精神障害の労災認定の状況

［件］

○ 精神障害の労災支給決定件数は増加傾向にあり、令和６年度には1055件と過去最多

出典︓過労死等の労災補償状況

精神障害の労災支給決定件数の推移
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精神障害の労災認定の状況
○ 精神障害の原因となった出来事は、「パワハラを受けた」「仕事内容・仕事量の（大きな）変化」「カスハラ

を受けた」「セクハラを受けた」等が多い。

精神障害の労災支給決定件数／出来事別（上位10項目）

支給決定件数※出来事の類型順位
224（10）パワーハラスメント１
119（21）仕事内容・仕事量の（大きな）変化２
108 （１）顧客・取引先・施設利用者等からの著しい迷惑行為３
105 （０）セクシュアルハラスメント４
87 （０）悲惨な事故や災害の体験・目撃５
78（10）特別な出来事６
51 （６）１か月に８０時間以上の時間外労働７
48 （４）（重度の）病気やケガ８
44 （１）同僚等からの暴行又はひどいいじめ・嫌がらせ９
38 （４）上司とのトラブル10

※（ ）内は自殺（未遂を含む）の件数で、内数

出典︓令和６年度「過労死等の労災補償状況」
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メンタルヘルス不調により休業または退職した労働者がいる事業所の割合
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出典︓労働安全衛生調査（実態調査）

○ メンタルヘルス不調により連続１か月以上休業又は退職した労働者がいる事業場割合は、近年上昇傾向にあり、１
割を超えて推移している。
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職業生活で強い不安、悩み、ストレスを感じている労働者の割合
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出典︓令和５年労働安全衛生調査（実態調査）

○ 職業生活で強い不安、悩み、ストレスがあるとする労働者の割合は８割程度。事業場規模に関わらない。

職業生活で強い不安、悩み、ストレスを感じている労働者の割合／事業場規模別
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職業生活における強い不安、悩み、ストレスの内容
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※ ３つまでの複数回答
※ 職業生活で強い不安、悩み、ストレスを感じている労働者（82.7％）を100％として集計

出典︓令和５年労働安全衛生調査（実態調査）

職業生活で強い不安、悩み、ストレスを感じている内容

○ 職業生活で強い不安、悩み、ストレスがあるとする労働者が挙げているストレス要因は、「仕事の失敗、責任の発生等」、「仕
事の量」、「対人関係」、「仕事の質」等となっている。
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メンタルヘルス不調による休職期間

出典︓厚生労働省労災疾病臨床研究事業費補助金「主治医と産業医の連携に関する有効な手法の提案に関する研究」 （H26-28）
（研究代表者 横山和仁 順天堂大学医学部衛生学講座教授）

○ メンタルヘルス不調となった労働者の約半数が復職後再病休

復職後の再病休率の推移

５年３年２年復職日から１年

47.1％42.0％37.7％28.3％累積再病休率

特に最初の１年は、再発に要注意

○ メンタルヘルス不調による病休期間(1回目)は平均94.6日(約３か月)

※ なお、復職後再病休したケースでは、病休期間は１回目は平均107 日（約3.5か月)、２回目は平均
157日（約5か月）で、２回目の病休日数が長くなる傾向。
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メンタルヘルス対策の実施状況
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○ メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合は、労働者数50人以上の事業場では９割を超えるが、50人未満
の小規模事業場においては、30〜49人の事業場で 71.8%、10〜29 人の事業場で56.6%と未だ取組は低調

メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合／事業場規模別

R2年 R5年R4年R3年H30年H29年
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メンタルヘルス対策の実施状況
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メンタルヘルス対策に取り組んでいない理由／事業場規模別

○ メンタルヘルス対策を実施していない理由については、「該当する労働者がいない」40.7％、「専門スタッフ
がいない」33.1％、「取り組み方が分からない」29.4％など。

出典︓令和５年労働安全衛生調査（実態調査）
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ストレスチェックの効果に関する調査研究結果

令和６年４月25日第２回 ストレスチェック制度等のメンタルヘルス対策に関する検討会資料２
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001249059.pdf
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労働者のメンタルヘルスの状況

ストレスチェック制度

全ての事業場への拡大

メンタルヘルス対策について
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1. 無期雇用の労働者（有期雇用であっても、①契約期間が1年以上の者、又は②更新により1年以上雇用されて
いる者、③更新により1年以上雇用される予定の者）

2. 1週間の労働時間数が、当該事業場で同種の業務に従事する通常の労働者の4分の3以上である短時間労働者
（2分の1以上であれば努力義務）

※派遣先の派遣労働者は含めない。

受検対象者

集団分析・職場環境改善ストレスチェック

努力義務義務50人以上の事業場

努力義務努力義務50人未満の事業場

ストレスチェック制度について
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導入前の準備（実施方法等社内ルールの制定）

質問票の配布・記入

ストレス状況の評価・医師の面接指導の要否の判定

本人に結果を通知 個人の結果を一定規模の
まとまりの集団ごとに

集計・分析本人から面接の申出

医師による面接指導の実施

就業上の措置の要否・内容に
ついて医師から意見聴取

就業上の措置の実施

職場環境の改善
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導入前の準備（実施方法等社内ルールの制定）

【話し合う内容】
 ストレスチェックは誰に実施させるのか
 ストレスチェックはいつ実施するのか
 どんな質問票を使用するのか
 高ストレス者はどのように選ぶのか
 面接指導の申し出は誰にすればよいのか
 面接指導はどの医師に依頼して行うのか
 集団分析はどんな方法で行うのか
 ストレスチェックの結果は、誰が、どこに

保存するのか

→「ストレスチェック実施規程」として明文化
労働者に周知する

①会社としての方針表明 「メンタルヘルス不調の未然防止のためにストレスチェック制度を実施する」

②事業場の衛生委員会等でストレスチェック実施に関する話し合いを行う

【役割分担】
 ストレスチェック制度全体の担当者
（メンタルヘルス推進担当者や衛生管理者）
…実施計画の策定や実施の管理等

 実施者
（産業医、その他の医師、保健師、研修を受けた看護
師・精神保健福祉士・歯科医師・公認心理師等）

 ストレスチェック制度実施事務従事者
（産業保健スタッフや事務担当者（人事権無し））
…実施者の補助（調査票の回収、データ入力等）

結果の通知、面接指導の申出勧奨等

 面接指導の担当医師（産業医等）

ストレスチェック制度の導入
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厚生労働省の推奨している質問票質問票の配布・記入

ストレス状況の評価・医師の面接指導の要否の判定

※質問票の配布については、人事権のある者が行ってもよ
いが、回収については人事権のない者（実施者もしくは実
施事務従事者）が行うこと。（封筒に入れて封をしても
らった状態で回収するなどの配慮を行う）

本人に結果を通知

実施者から直接本人に結果と面接指導対象該当の有無が通知される。
結果については、労働者本人の同意なく事業者に通知されない。

・結果の通知後に同意書を提出してもらう
・面接指導を希望する＝結果の開示に同意結果の保存

ストレスチェックの結果データについては実施者または実施事務従事者が保存する。
労働者の同意があり、事業者に提供された結果や、同意書等については、事業者が5年間保存する
※厳重管理。

高ストレス者と判定された者のうちから、実施者が面接指導の要否を判定する。

←57項目

簡略版23項目→
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本人から面接の申出
通知から1か月以内に申出。労働者本人の選択による。
→申出の強要や申出による不利益取扱が行われないよう留意しつつ、面接指導を受けることを勧奨するのは可。

面接指導は原則として就業時間中に実施する。候補日を複数日設け、受けやすい環境を整えることが望ましい。
→やむを得ず就業時間外に受ける場合……賃金や費用は会社負担が望ましい。

 申出がない場合は、産業医への相談日の設定、保健師、産業カウンセラー等への相談窓口設置など、高スト
レス者が放置されない環境を整える
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医師による面接指導の実施

就業上の措置の要否・内容について医師から意見聴取

就業上の措置の実施

申出から1か月以内に実施する。原則として対面で実施する。選任している産業医が望ましい。

面接指導から1か月以内に実施する。
意見聴取結果については、記録を作成し、事業者が5年間保存する。

①実施年月日
②労働者の氏名
③面接指導を行った医師の氏名
④労働者の勤務の状況、ストレスの状況、その他心身の状況
⑤就業上の措置に関する医師の意見（「通常勤務」「就業制限」「要休業」、職場環境改善について等。）

医師の意見を踏まえ、労働者と十分に話し合った上で措置を決定する。
産業医、人事、健康管理部門、管理監督者との連携が不可欠。
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個人の結果を一定規模のまとまりの集団ごとに集計・分析

個人の特定を防ぐため、1集団は原則10人以上とする。
①営業・事務などの職種ごとで分析する
②複数の部署を合算して分析する

赤いゾーンに近づくほど、
健康リスク（メンタル不調や健康問題の
起こりやすさ）が高くなる。

全国平均と比較することで、
自社組織で早急な対策が必要か確認できる。
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職場環境の改善
＜職場支援等の労務管理に関する改善が必要＞

•個人のスキルを上げる研修を行う
•適切な配置転換を行う
•人員の増員、物品と資材の整理
•対応をマニュアルにまとめる
•特定の個人やチームに業務の偏りがないか確認をする

点数が
高い場合

点数が
高い場合

＜コミュニケーション不足、職場環境に関する改善が必要＞

•ミーティングを定期的に行う
•打合せスペースを作る
•上司が在席する時間を決める
•スケジュール共有表を活用する
•社内イベントを活用する
•適切な助言や励まし
•方針や見通しを共有する

23



｢在籍労働者数｣

ストレスチェックの実
施時点(実施年月の
末日現在)でストレス
チェックの実施対象に
なる常時使用労働
者 の数を記載。
1週間の所定労働

時間数が通常の労
働者の3/4未満であ
るパートタイム労働者
や、派遣先における
派遣労働者は含め
ない。

｢検査を受けた労働
者数｣｢面接指導を
受けた労働者数｣は
｢在籍労働者数｣(ス
トレスチェックの対象
労働者数)の”内数”
になること。

所轄労働基準監督署に年1回提出する

（労働者数50人未満の事業場は不要）

「入力支援サービス」
https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/
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エイジフレンドリーガイドラインについて

高齢者を現に使用している事業場やこれから使用する予定の事業
場で、 事業者と労働者に求められる取組を具体的に示したもの

高年齢労働者の特性

職場における役割の変化
病気・体調不良 に伴うストレス増加⇧
睡眠の質の低下等

ストレス耐性の低下⇓

を踏まえたメンタルヘルスケアが必要︕

エイジフレンドリーガイドラインとは︖

R8.4~ 事業場の努力義務化
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労働者のメンタルヘルスの状況

ストレスチェック制度

全ての事業場への拡大

メンタルヘルス対策について
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集団分析・職場環境改善ストレスチェック

努力義務義務50人以上の事業場

努力義務努力義務 義務50人未満の事業場

ストレスチェック義務化対象の拡大について（安衛則改正）

公布日（令和7年5月14日）から3年以内に施行
↓

令和10年４月1日から施行
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50人未満の事業場50人以上の事業場

外部委託産業医又は外部委託

産業医又は外部委託

実施結果の報告義務監督署への報告

ストレスチェック

医師の面接指導

産業医選任（義務）

50人未満の事業場の負担等に配慮し、施行までの十分な準備期間を確保

全国350の地域産業保健センター
の体制を強化、登録産業医が面接
指導を無料で実施

１人当たり数百円から千円程度（※）外部委託の場合、１人当たり数百円から千円程度（※）

外部委託の場合、高ストレス者１人当たり２万円程度（※）

50人未満の事業場に即した、労働者のプライバシーが保護され、現
実的で実効性のある実施体制・実施方法についてマニュアルを作成

監督署への報告義務は課さない

（※）厚生労働省が、ストレスチェック関連
サービスを提供する健診機関等の外部
機関を対象に実施したアンケート調査
結果（令和６年）

労働者のプライバシー保護の観点
から、原則、外部委託を推奨

ストレスチェック義務化対象の拡大について（安衛則改正）
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https://kokoro.mhlw.go.jp/
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行動災害・高年齢者対策について
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行動災害防止について

転倒や
腰痛等の動作の反動・無理な動作
など、
職場における労働者の作業行動を
起因とする労働災害のこと

行動災害とは？
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行動災害防止について
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佐賀県内の労働災害の種類と推移 参考：休業4日以上の労働者死傷病報
告
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行動災害防止について

保健衛生業での労働災害内訳（令和6年佐賀県内）

参考：休業4日以上の労働者死傷病報
告（新型コロナウイルス感染症を除
く）

転倒

78人 36%

動作の反動、

無理な動作

74人 34%

墜落、転落

17人 8%

その他

47人

22% 7割が行動災害︕
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1. 扇風機の電源コードは、足を引っかけてしまうことがないよ
うに、歩行する床に放置しない

2. 配線を、床に固定した躓きにくい形状のモールで覆う
3. ホールに洗濯物等の物を運ぶ際は、足元が見えないほど抱え

込むことはせず、足元をよく見て歩く
4. 転倒災害防止のための指針を整備し、労働者に徹底させる
5. 転倒災害防止のための委員会等を組織し、職場における安全

衛生教育や研修を定期的に実施する

労働災害事例と防止対策 ①

洗濯物を持ち、脱衣所に向かっていたところ、扇風機の電源コードにつまずき、転倒した

原因 対策

出典：職場のあんぜんサイト
（災害発生事例）

1. 扇風機の電源コードが、歩行する床にあっ
た

2. 被災者は、足元がよく見えないほどの洗濯
物を抱え込んでいた

3. 被災者は、周辺にいる施設利用者に気をと
られ、電源コードに足を引っかけた
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1. 浴室内手すり、リフト、シャワーチェア等を設置し、被介助者の安
全及び残存機能維持に配慮した介助を行う

2. 入浴介助の際は、被介助者の介助必要度に応じ、複数の介助者で介
助を行う。尚、立位姿勢を支える場合、被介助者自身で姿勢を保持で
きるようであれば、適正な姿勢が保てるように、被介助者を指導する

3. 臀部を洗浄する際、被介助者の介助必要度に合わせて入浴ベルトを
使用して被介助者を抱え、もう一人の介助者が洗浄する

4. 災害報告のための様式を整備し、事業場で発生した災害とその分析
を通した改善策について、労働者に周知徹底を図る

5. 転倒災害防止のための委員会等を組織し、職場における安全衛生教
育や研修を定期的に実施する

労働災害事例と防止対策 ②

入浴介助中、入居者を立位にして支えようとしたところ、支えきれず、入居者を抱えたまま倒れ、壁に激突した

原因 対策

出典：職場のあんぜんサイト
（災害発生事例）

1. 入居者の様態に合わせ、複数で入浴介助を
行わず、一人で介助を行った

2. 浴室内手すり、リフト、シャワーチェア、
入浴ベルト等の介助器具が設置されていな
かった
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1. 体位交換の際、被介助者が介助者の身体から遠いところにあると、
腰への負担がその距離に応じて大きくなるため、常に被介助者に介助
者の身体を近づける

2. 持ち上げる動作の際は、膝を曲げた姿勢から下肢を伸ばす筋力を使
うことを心掛け、上体を起こす力だけで持ち上げない

3. 体位交換等ベッドにおける介助作業は、腰部への負担を軽減するた
め、ベッドの高さを上げるように配慮する

4. スライディングボードやスライディングシート等の補助具を利用す
る、被介助者の自然な動きや残存能力を活かすなどの介助を行い、腰
部への負担軽減を図る

労働災害事例と防止対策 ③

被介助者の体位交換の際、腰に痛みを感じた

原因 対策

出典：職場のあんぜんサイト
（災害発生事例）

1. 被介助者に十分身体を近づけることなく体
位交換を行った

2. 腰部に負担をかけることのない程度まで、
ベッドの高さを上げることなく体位交換を
行った

3. スライディングボードやスライディング
シート等、介助を補助する器具を使用しな
かった
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1. 介助にあたり、個々の介助作業（移乗、入浴、トイレ、おむつ交換、食事、移動等）毎に、利用者の状態、福祉用
具の有無、介助作業の環境（広さ、配置）等に応じた作業標準を策定すること。尚、作業標準の策定については、厚生
労働省による「介護作業者の腰痛予防チェックリスト」を参照の

2. 利用者が維持している機能はそれぞれ異なることから、先ず、立位保持、座位保持が可能かどうか、全介助が必要か
どうかについて確認

3. 頭部保持、及び手・腕の残存機能等を合わせて確認し、利用者には、可能な範囲で介助への協力をお願い
4. 利用者の抱きかかえ等に伴う腰部負担の低減のため、利用者の残存機能に応じ、スタンディングマシーン、スライ

ディングボード、スライディングシート、リフト等福祉用具を利用
5. 利用者の心身の状態は日々変化するため、適用する作業標準は、利用者の状況により適宜見直す
6. チェックリスト、作業標準及び利用者の心身の状態を勘案したリスクアセスメントを行うことにより、腰痛発生のリ

スクの低減を図る
7. 労働安全衛生マネジメントシステムを通じ、よりリスクを低減することのできる方法を、介護施設の運営責任者が率

先して取り組み、介助の改善を図る

労働災害事例と防止対策 ④

高齢者通所介護施設におけるトイレ介助の際、腰痛を発症した

原因 対策

出典：職場のあんぜんサイト
（災害発生事例）

1. トイレ誘導は、腰部に著しく負担がかか
る介助であるにもかかわらず、スタンディン
グマシーン等の福祉用具を活用しなかった
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【ハード（物的）対策】
段差や凹凸の解消、４Sの徹底

床面の穴や凹凸、危険な傾斜、滑りやすい床材は補修・改修を検討する。
段差や凹凸の解消

４Sの徹底

□ 整理
必要なものと不要なものとを区別し、不要なものを処分する

□ 整頓
必要なものを、決められた場所に片づけて使いやすくする。

□ 清掃
汚れや水濡れなどが無い状態にする。

□ 清潔
職場をきれいにした状態を維持する。作業者自身も体、服装、身の回りをきれいな状態に
しておく。
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【ハード（物的）対策】
転倒危険箇所の「洗い出し」「見える化」

□ 職場の危険マップを作成し、危険情報を共有する。

□ 転倒の危険性がある場所にステッカーを掲示し、注意喚起する。

床が濡れていて
滑りやすいので、
走らないこと︕
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【ハード（物的）対策】
作業に適した靴の導入

転倒の主な原因のうち、「滑り」と「踏み外し」は、靴底の滑りにくさを上げることで転倒リスクを下げることができます。
一方で、滑りにくいことが、かえってつまずきの原因になる場合があるなど、作業現場によって有効な安全靴は異なりますので、
メーカーや販売店とよく相談しましょう。

②靴の重量

靴の屈曲性が悪いと、足に負担が
かかるだけでなく、すり足になりやす
く、つまずきの原因となります。

①靴の屈曲性

靴が重くなると、足が上がりにくくな
るため、擦り足になり易く、つまずき
の原因となります。

③靴の重量バランス
靴の重量がつま先部に偏っていると、
歩行時につま先部が上がりにくく、
無意識のうちに擦り足になりやすく、
つまずきを生じ易くなります。
④つま先部の高さ
つま先部の高さが低いと、ちょっとし
た段差につまずき易くなります
⑤靴底と床の耐滑性のバランス
靴底の耐滑性は、職場の床の滑り易さの程度に応じたものとする必要
があります。
滑りにくい床に滑りにくい靴底では、摩擦が強くなりすぎて歩行時につま
ずく場合があります。
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【ハード（物的）対策】
負担軽減の為の省力化設備の導入
自動化、省力化
腰に負担がかかる抱え上げ作業については、介護ロボット等の導入により、原則人力
で行わないようにしましょう。それが困難な場合は、スライディングボードなどの福祉用
具を使うなど作業者の負担を減らす省力化を行いましょう。
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【ソフト（人的）対策】
転倒・腰痛予防教育
行動災害発生の一因として、管理者や労働者の転倒・腰痛に関する知識や意識が薄い

ことがあげられます。
管理者、労働者一人ひとりが転倒や腰痛について理解し、対策の重要性を理解した上

で取り組むことが大切です。
「職場のあんぜんサイト」のHPや厚生労働省のHP等で映像教材及び教育資料が掲載さ

れていますので、社内教育にご活用ください。

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/
information/videokyozai.html

転倒・腰痛防止用視聴覚教材
保健衛生業における腰痛の
予防ー参考（教材・資料）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_31197.html
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【ソフト（人的）対策】
労働者の高齢化に伴う身体機能の低下への対策

「エイジフレンドリーガイドライン」
・・・働く高年齢労働者の特性を考慮した、安全と健康確保のためのガイドライン
令和8年4月1日〜 年齢に応じた労災防止対策が努力義務化

エイジフレンドリーガイドラインのポイント（抜粋）
■事業者に求められる取組
高年齢労働者の就労状況や業務の内容等の実情に応じて、国や

関係団体等による支援も活用して、法令で義務付けられているもの
に必ず取り組むことに加えて、実施可能な高齢者労働災害防止対
策に積極的に取り組むよう努める。
【具体的な取組】
（１）安全衛生管理体制の確立等
（２）職場環境の改善
（３）高年齢労働者の健康や体力の状況の把握
（４）高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応
（５）安全衛生教育

■労働者に求められる取組
事業者が実施する労働災害防止対策の取組に協

力するとともに、自己の健康を守るための努力の重要
性を理解し、自らの健康づくりに積極的に取り組むよう
努める。
【具体的な取組】
・健康診断等による健康や体力の状況の客観的な把
握と維持管理
・日常的な運動、食習慣の改善等による体力の維持
と生活習慣の改善
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このガイドラインは、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりや労働災害の予防
的観点から、高年齢労働者の健康づくりを推進するために、高年齢労働者を使用する又は使用し
ようとする事業者と労働者に取組が求められる事項を具体的に示すものです※。

 労働災害による休業４日以上の死傷者数のうち、
60歳以上の労働者の占める割合が増加傾向。
（令和６年は36.9％）

※ 請負の形式による契約により業務を行う者についても参考にすることを期待
＜佐賀県における全年齢と60歳以上の労働災害の推移＞

資料︓労働者死傷病報告（休業4日以上） ※新型コロナウイルス感染症除く

（人）
背景・現状

エイジフレンドリーガイドライン
（高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン）

１．事業者に求められる取組

通路を含め作業場所の照度
を確保する

警報音等は聞き取りやすい
中低音域の音、パトライト
等は有効視野を考慮

階段には手すりを設け、可能な限り通路
の段差を解消する

（１）職場環境の改善（身体機能の低下を補う設備・装置の導入）
高齢者でも安全に働き続けることができるよう、施設、設備、装置等の改善を行います

不自然な作業姿勢をなくすよう作業台の高さや作
業対象物の配置を改善する

🌷対策の例
🌷

涼しい休憩場所を整備し、通気性の良い服装
を準備する

耐滑靴を利用させる
解消できない危険個所
に標識灯で注意喚起

例えば戸口
に段差があ
る時

リフト、スライディングシート等を導入
し、抱え上げ作業を抑制

179
235 249 301

348 403 436
494985

1,129 1,054 1,108
1,182 1,244

1,283 1,338

0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400

0

200

400

600

H２３ H２５ H２７ H２９ R１ R３ R５ R６

60歳以上 全年齢

44



労働者に求められる取り組み︓事業者が実施する労働災害防止対策の取組に協力するとともに、自己の
健康を守るための努力の重要性を理解し、自らの健康づくりに積極的に取り組むよう努める。

ストレッチの例︓「介護業務で働く人のための腰痛予防のポイントとエクササイズ」より

🌷対策の例
🌷

（１）中小企業や第三次産業における高年齢労働者の労働災害防止対策の取組事例の活用
（２）個別事業場に対するコンサルティング等の活用
（３）エイジフレンドリー補助金等の活用（令和７年度より総合対策コースが新設）
（４）社会的評価を高める仕組みの活用（安全衛生優良企業公表制度、あんぜんプロジェクト等）
（５）職域保健と地域保健の連携及び健康保険の保険者との連携の仕組みの活用

国・関係団体等による支援の活用

好事例を参考にしましょう
取り組み事例を参考にして、自らの事業場の課題と対策を検討してください
■厚生労働省ホームページ
（先進企業）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000156041.html
（製造業） https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/1003-2.html
■中央労働災害防止協会ホームページ

https://www.jisha.or.jp/age-friendly/

（２）高年齢労働者の健康や体力の状況の把握
①健康状況の把握
・健康診断の確実な実施
・職場で行う法定の健診の対象とならない方については、例えば地域の健康診断等を受診しやすくする
など、働く高年齢労働者が自らの健康状況を把握できるようにする
②高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応
・個々の高年齢労働者の基礎疾患の罹患状況等の健康や体力の状況を踏まえた措置
・健康や体力の状況は高齢になるほど個人差が拡大するため、個々の労働者の状況に併せた業務を提供
・心身両面にわたる健康保持増進措置の活動 ※ロコモティブシンドローム

（３）安全衛生教育
①高年齢労働者に対する教育
・作業内容とリスクを理解させるため、時間をかけ、写真や図、映像等を中心とした情報を活用する
・再雇用等により経験のない業種、業務に従事する場合は特に丁寧な教育訓練を行う
②管理監督者等に対する教育
・教育を行う者や管理監督者、共に働く労働者に対しても、高年齢労働者に特有の特徴と対策について
の教育を行う

転倒・腰痛防止視聴覚機材
～転倒・腰痛予防！「いきいき健康体操」～（動画）他
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【ソフト（人的）対策】
労働者ごとの転倒・腰痛等のリスクチェックの実施

https://locomo-joa.jp/check/lococheck

ロコチェック

特に女性は加齢とともに骨折のリスクが著しく増大します。
市町村が実施する「骨粗鬆症検診」の受診や、骨粗鬆症予防を推進しましょう。

「骨活のすすめ」

https://www.smartlife.mhlw.go.jp/event/honekatsu/
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【ソフト（人的）対策】
労働者ごとの転倒・腰痛等のリスクチェックの実施

https://www.jisha.or.jp/order2023/korobi/

転びの予防 体力チェック

質問票

評 価

身体機能の意識 測 定 身体機能の実際

①歩行能力・筋力
②敏捷性
③動的バランス
④静的バランス（閉眼）
⑤静的バランス（開眼）
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【ソフト（人的）対策】
職場エクササイズやストレッチ等の実施

https://safeconsortium.mhlw.go.jp/movie/

毎日3分でできる
「転びにくい体をつくる職場エクササイズ」

SAFEコンソーシアムポータルサイト
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【ソフト（人的）対策】
「職場における腰痛予防対策指針」に基づく対策の推進

労働衛生管理体制
作業管理

作業環境管理

健康管理

労働衛生教育

一般的な腰痛予防対策

〇腰痛の健康診断の実施（配置時、定期）
〇腰痛予防体操の実施
〇腰痛による休業者が職場復帰する際の措置

〇温度、照明、作業床面、作業空間等の改善

〇補助機器等による作業の自動化・省力化
〇作業姿勢・動作、服装、作業の実施体制等の改善
〇作業標準の策定
〇休憩時間・作業量の管理、作業の打ち合わせ

〇腰痛予防のための労働衛生教育の実施（配置時等）

＜リスクアセスメント等＞
〇腰痛発生要因のリスクアセスメントの実施、その結果に基づく適切な腰痛
予防対策の実施
〇PDCAサイクルにより、継続的・体系的な腰痛予防対策の推進

作業態様別の対策
＜重量物取扱い作業＞
〇動力装置、補助機器等による作業の自動化・省力化
〇重量の制限（満18歳以上の男性は体重の40％以下、女性は男性が

取り扱う重量の60％程度）
〇荷姿の改善、重量の明示
〇作業姿勢・動作の改善

＜立ち作業＞
〇労働者の体型を考慮した作業機器や作業台の配置
〇クッション性のある靴やマットの利用
＜座り作業＞
〇労働者の体格にあった椅子の使用
〇労働者が不自然な姿勢とならない範囲に作業対象物の配置
〇直接床に座る作業の回避
＜福祉・医療分野における介護・看護作業＞
〇福祉用具の利用（介護ロボット等機器・道具）
〇作業姿勢・動作の改善（原則、人力による人の抱上げは行わせないこと等）
〇具体的な作業を想定したリスクアセスメントの実施等
＜車両運転等の作業＞
〇座席の改善、運転時間の管理
〇長時間運転した後に重量物を取り扱う場合、小休止・休息やストレッチを

行った後に作業を行わせること
〇具体的な作業を想定したリスクアセスメントの実施等
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行動災害対策のまとめ

ハード対策、ソフト対策の両面から対策ができているか、検
討してください。

 ソフト対策を実施する場合は、注意喚起にとどまらず、
個人的要因に配慮するため、個人の心身の状況の把
握・維持・向上を図ることが必要です。
このためには、事業者だけでなく、労働者も一体となって
の意識改革が必要です。
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化学物質対策等について
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施設の壁清掃に
原液のままカビ取り用洗剤を

使って呼吸困難に

殺虫剤が散布作業中に
不十分な保護具で体に付着し

有機リン中毒に

検索ケミガイド https://chemiguide.mhlw.go.jp/
まずはホームページで必要な対応をチェック！

※記載の製品において、規制対象となるのはリスクアセスメント対象物の場合です。

労働災害防止のため新たな化学物質管理規制が始まっています！
労働安全衛生関係法令の改正により令和6年度から業種・事業規模を問わず、
化学物質管理者の選任やリスクアセスメント等に基づく適切な管理等が義務付けられます。

美容院で毛染め剤を素手で
使って皮膚にかぶれ

換気をせずに
トイレ清掃中に
洗浄剤を使って
フッ化水素中毒に

いつもの作業の「化学製品」
適切に管理していますか？

あなたの職場は大丈夫!?
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                    職場の化学物質管理「ケミサポ」HP から抜粋 

                                 

詳しくはこちら⇒ 

【職場における化学物質の自律的な管理を進めるための 4 つのステップ】 

 STEP 1   

取り扱う化学物質を把握 

 

 STEP２  

実施体制を整備 

 

 STEP３  

リスクアセスメントを実施 

 

 

 STEP４  

化学物質を取り扱う労働者に対する教育等 

 

 

 

事業場内で取り扱う物質についてリストアップして一覧を作成したら、リス

クアセスメント対象物を特定しましょう。 

リスクアセスメント対象物を製造、取扱い、譲渡、提供する事業場では、化

学物質管理者の選任が、保護具を使用する事業場では保護具着用管理責任者

の選任が必要です。 

化学物質による危険性・有害性を特定し、その特定された危険性・有害性に

基づくリスクを見積もり、リスクの見積もり結果に基づいてリスク低減措置

（リスクを減らす対策）の内容を検討しましょう。 

知識教育（取り扱う装置・設備の構造や機能、化学物質の危険性・有害性、

必要な法規・社内基準等）、技能教育（訓練）（作業方法、操作方法、緊急時

対応の定期訓練等）、態度教育（化学物質の取扱いによる利益・不利益、危

険性の五感での体感等） 
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職場における化学物質管理の課題（全国版）
個別規制の対象外となっている化学物質による労働災害が全体の約８割

製造業
46%

建設業
14%

商業
12%

接客娯楽
6%

清掃・と畜
7%

その他
15%

出典︓労働者死傷病報告

＜化学物質による労働災害発生状況（令和３年）＞

件数起因物

156有害物

13爆発性の物等

38可燃性のガス

16引火性の物等

249その他の危険物、有害物

472合計

化学物質の性状に関連の強い労働災
害（有害物等との接触、爆発、火災
によるもの）が年間約500件発生

製造業のみならず、建設業、
第三次産業における労働災
害も多い

障害内容別の件数(重複あり)件数
（平成30年） 皮膚障害眼障害中毒等

34
(37.8％)

18
(20.0％)

38
(42.2％)77 (18.5％)特別規則対象物質

75
(57.7％)

40
(30.8％)

15
(11.5％)114 (27.4％)特別規則以外のＳＤ

Ｓ交付義務対象物質
35

(52.2％)
27

(40.3％)
5

(7.5％)63 (15.1％)ＳＤＳ交付義務対象
外物質

116
(67.4％)

46
(26.7％)

10
(5.8％)162 (38.9％)物質名が特定できて

いないもの
260

(56.6％)
131

(28.5％)
68

(14.8％)416  合計

出典︓労働者死傷病報告

出典︓労働者死傷病報告

○ 作業環境測定の結果が、直ちに改善を必要とする第三管理
区分と評価された事業場の割合が増加傾向。

作業環境測定の結果
第三管理区分の割合有害作業の種類

R元年H26年H18年H13年H8年
6.6％7.7％7.4％5.6％5.7％粉じん作業
3.7％5.0％4.3％3.3％3.8％有機溶剤業務

4.2％5.7％2.9％1.2％1.2％特定化学物質の
製造・取扱い業務
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職場における化学物質管理の課題（佐賀局版）

個別規制の対象外となっている化学物質による労働災害は全体の約６割

＜化学物質による労働災害発生状況（平成26年度から令和５年度まで）＞

＜業種別労働災害発生状況＞

製造業
36%

建設業
22%

運輸交通業
7%

農林業
7%

畜産・水産業
7%

接客娯楽業
7%

その他の事業
14%

障害内容別の件数(重複あり)件数
（25件） 皮膚障害眼障害中毒

２件０件９件11 件(44％)特別規則対象物質

５件１件３件９件(32％)特定リスクアセスメント
対象物

４件0件１件５件(24％)判断不明（物質名が特定
できていないもの）

11件
(44％)

１件
(４ ％)

13件
(52％)25件（100％）合計

製造業のみならず、建設業、運輸
交通業、農林水産業、接客娯楽業
において、化学物質の労働災害が
発生している

資料︓労働者死傷病報告

死傷病報告に、物質名が特定され
ないまま提出されているものがあ
る。

事業場における
自律的な管理活動

全業種
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職場における化学物質による職業性疾病事例

職場のあんぜんサイト（労働災害事例から）職場のあんぜんサイトから（災害発生事例）

ガスコンロの不完全燃焼で一酸化炭素（CO）中毒

ガスコンロの仕様に合わない寸胴鍋を使用したこと

教育は行われていたが作業者が換気装置を稼働させてい
なかったこと

日常のガス使用時の作業標準が作成されていなかったこ
と

作業のリスクアセスメントを行い、リスク低減措置を実
施すること

ガス使用時の作業標準を定め、作業者に周知すること

作業者に対し、不完全燃焼及び不完全燃焼より発生する一酸化炭素
による中毒の危険性と、一酸化炭素中毒に対する予防措置などを十
分に教育すること

原因
対策

換気装置をつけ忘れ
たときに稼働するガ
ス探知機、警報機を

付けるか︖

ガスコンロではなく、
電気コンロ︖
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職場における化学物質による職業性疾病事例

職場のあんぜんサイト（労働災害事例から）職場のあんぜんサイトから（災害発生事例）

壁面に付着したカビや油分をこすり落とす作業中、
次亜塩素酸ナトリウムによる化学熱傷を負う

不慣れな労働者が安全に作業を遂行できる作業標準が作
成されておらず、またこれに基づいた作業が実施されて
いなかったこと

作業状況に応じた保護具が選定されず、着用方法につい
ても明確に定められていなかったこと

作業に関するリスクアセスメントを実施し、リスク低減
措置を講じること

使用説明書の内容を遵守した作業標準を作成すること

次亜塩素酸ナトリウムに関する化学的性質、有害性、取扱上の注意
事項等について、関係作業者に十分な教育を実施すること

原因
対策

労働者が使用する
洗剤のＳＤＳは取り

寄せていたか︖
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職場における化学物質による職業性疾病事例

職場のあんぜんサイト（労働災害事例から）職場のあんぜんサイトから（災害発生事例）

次亜塩素酸ナトリウムを
加湿器に誤って投入したことによる中毒

薬品の使用方法についての情報共有が不足していたこと

異臭がする際の対策が検討されていなかったこと

容器の外観や名称が似ていたため、化学物質を取り違え
たこと

次亜塩素酸水と次亜塩素酸ナトリウムのような、名称が似ているが
異なる物質について、使用時の注意事項を明確に掲示し、手順書を
作業者で共有して作業を行う

外観や名称が似た化学物質の取り違えが起こらないように、収納場
所を別にし、それぞれ目立つ場所にラベルを貼る。こぼれた薬品や
時間経過によりラベルが色褪せた場合は速やかに貼りかえ、取り違
えを防止する

福祉施設や病院等の交代勤務のある職場では、特に注意して情報共
有を行う

原因 対策

知らない、分からな
いまま使うことの

リスク
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まとめ

心身ともに、
ご安全に。
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